
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワーキンググループにおける検討状況等 

 

第８回「協議の場」に向けて 

○先行検討項目は、「議論の方向性」に沿って具体的施策を検討 

○防災拠点施設は、実態を調査の上、施設相互の連携状況等を踏まえて、施策を検討 

○避難路（緊急輸送道路）に係る沿道建築物の調査結果等を踏まえて、機能分担等を整理の上、施策を検討
○４つの検討項目全体の施策体系、実施スケジュール、県と市町村との役割分担のあり方などを検討 

 

第８回 

「協議の場」 

第９回「協議の場」に向けて 
 
 

○とりまとめ 

 被災後もできる限り日常の生活を継続できるまちを目指して 
 

－ 住宅・建築物の耐震化促進ワーキンググループ 中間報告 － 

第６回「県と市町村との協議の場」 住宅・建築物の耐震化の促進 ～ 大規模災害の教訓を活かす 

 

（住宅） 

・生命と暮らしに直結する住宅の耐震化が遅れており、特に高齢者世帯は課題 

・農山村においては、地域の原風景にも配慮して耐震化を図るべき 

（防災拠点） 

・耐震化が重要であり、非構造部材を含む耐震化が必要 

・耐震性のある民間施設も積極的に活用するなどコストも考慮すべき 

・人口減少に伴う公共施設の再編整備も考慮すべき 

・一時集合場所であり、身近な避難施設である町内公民館の耐震化に遅れ 

・避難施設の耐震性の確保や設備状況の現状分析も必要 

（大規模建築物） 

・事業活動が停滞しないよう支援すべき 

・観光面にもつながってくる話であり、しっかり取り組む体制が必要 

意
見
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国への共同要請 

実務者レベルの

ワーキンググル

ープの設置 

(検討状況は「協

議の場」に報告

し了解を得る。) 

国への共同要請（平成 25 年 11 月） 

○  

 ・補助対象事業費の引き上げ 

 ・地方負担額に対する財政措置 

○公共施設や民間避難所に係る支援

制度の拡充 
 
※長野県市長会、長野県町村会及び 

県の三者連名で国土交通省に要請 

 
○協議の場における意見交換の内容を

踏まえて検討項目を抽出 
 

検討項目  

１住宅･身近な避難所  

２大規模建築物 

３防災拠点施設 

４避難路（緊急輸送道路） 

※ゴシック表記は、先行的に検討した項目 

以下、本資料で「先行検討項目」と総称 

 

○  
地震発生後も､住まいや職場などで､

できる限り日常生活に近い生活を継続
できるよう､住宅･建築物が地震に備え
て確保すべき事項を整理・検討 

 

国の制度拡充（平成 25 年補正以降） 

○住宅耐震化の緊急支援を延長 

  上乗補助 30 万円/戸の期限を、 

 H25 年度末から H26 年度末へ 

 

○公共施設に係る支援の拡充 

  診断義務付建築物の補助率を、 

  診断 1/3⇒1/2、改修 1/3⇒2/5 

１ 住宅・身近な避難所  
  中山間地や郊外と市街地では課題に差異 

 (1) 住宅 
○中山間地等では、住宅の規模が大きく、所有
者の単身化・高齢化が進み、後継者がないた
め、耐震化が特に遅れている。 

 ⇒  
○市街地では、耐震性の確保にあたり、建替を
検討する住宅が増えている。 

⇒建替を含めた施策の再構築が必要 

 (2) 身近な避難所  
 ○中山間地等と市街地では使途（滞在、一時集

合等）が異なるが応じた対策が十分でない。 
○地域防災計画に指定のない地区集会所等で
も、高齢者の多い地域や災害時の孤立集落で
は実質的な避難所となるものがあるが、支援
が不十分なため、耐震化が遅れている。 

⇒使途及び優先度に応じた対策が必要 
２ 大規模建築物 

○法定期限までの診断実施の徹底、速やかな公
表に向けた支援体制が十分でない。 

○公表に係る事業活動等への支障の低減、支援
の公益との均衡が求められる。 

 ⇒多様な視点での支援のあり方の検討が必要 

確 認 事 項 

検討項目の整理 項目毎の主な課題 

○地域特性や所有者の属性等に応じたきめ細やかな施策となるよう、以下について具体策を検討 

 

 

〔中山間地等〕 ○必要に応じた多様な手法の提示  

 〔市 街 地〕 ○耐震以外の支援制度との組合せなどによる費用負担の軽減 

 〔共   通〕 ○できる限り生活継続機能を強化  

 
 

〔中山間地等〕 ○被災時における住宅機能の代替 

○孤立時の実質的避難所に係る耐震化に優先取組 

 〔市 街 地〕 ○集合場所､避難所等使途に応じた耐震化を促進 

〔共   通〕 ○生活継続機能の強化  

  

 

○耐震診断の完了に向けて協調支援し、法定診断期限の順守徹底 

○地域経済、観光等の観点から事業活動に支障がないように制度構築 

○公益との均衡を考慮しつつ支援体制を充実 

議 論 の 方 向 性 

1-(1) 住宅 

1-(2) 身近な避難所 

2 大規模建築物 

 

（先行検討項目分） 

建設部 建築住宅課 

（先行検討項目分） 

 

第９回 

「協議の場」 

資料 ３ 

検 討 ス ケ ジ ュ ー ル 

《一体で検討》 

《時系列で検討》 

1-(1) 

1-(2) 


